
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人国立成育医療研究センター（法人番号6010905002126）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　国立成育医療研究センターの主要業務は研究開発と医療提供である。役員報酬水準を検討
するにあたって、研究開発と医療提供を主要な業務とする他ＮＣ法人を参考にした。
　○国立がん研究センターは同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提供を実施してい
る。公表資料によれば、令和5年度の長の年間報酬額は２０，８５１千円であり、理事（常勤）につ
いては、18，081千円である。
　○国立国際医療研究センターは同じ国立研究開発法人として研究開発と医療提供を実施し
ている。公表資料によれば、令和5年度の長の年間報酬額は２1,221千円であり、理事（常勤）に
ついては、１8,306千円及び１8,549千円である。

　業績年俸について、役員報酬規程により厚生労働大臣の業績評価結果から、１００分の８０か
ら１００分の１２０の範囲内で支給している。なお、令和５年度は厚生労働大臣の令和5年度の業
績評価結果がＡ評価であったため、１００分の１１０で支給することとした。

役員報酬支給基準は、月例年俸及び業績年俸から構成されている。月例年俸について
は、国立成育医療研究センター役員報酬規程の則り、本給（９６８，０００円）に地
域手当（１９３，６００円）を加算して算出している。業績年俸についても、国立成
育医療研究センター役員報酬規程の則り、本給＋地域手当に厚生労働大臣の業績評価
結果に応じて１００分の８０から１００分の１２０の範囲内で支給している。さら
に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
た割合としている。

　理事については、本給（８２０，０００円）に地域手当（１６４，０００円）を加算して算出している。
他は同上。

　勤務１日あたりの報酬を６０，０００円とし、勤務日数に単価を乗じた金額として
おり、前年度からの改定はない。

　勤務１日あたりの報酬を６０，０００円とし、勤務日数に単価を乗じた金額として
おり、前年度からの改定はない。

  ② 令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

別 添



２　役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

22,426 11,616 8,335
152

2,323
（通勤手当）
（地域手当）

千円 千円 千円 千円

16,902 9,840 4,983
１１１

1,968
（通勤手当）
（地域手当）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

4,680 4,680
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,740 1,740
（　　　　）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

3,600 3,600
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

3,720 3,720
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

D監事
（非常勤）

法人の長

A理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

C監事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事
　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、成人
へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に関し、調
査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療
政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生
の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人である。
　当法人の理事は、成育医療に関する高度かつ専門的な知識、マネジメント能力や
リーダーシップ、研究分野に関する高度な専門性に加え、組織運営に関する豊富な経
験を持ち、法人の長から信頼を得てサポートし、職員や国民からも信頼を得られる人
物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と医療
提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京２３区内
にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの理事は、１，８００万円
を超えている。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当なもの
と認められる。
　また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項目中Ｓ
評価２項目、Ａ評価２項目、Ｂ評価４項目）であり、この点を踏まえても報酬水準は
妥当と考えられる。

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春期、成人
へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る医療に関し、調
査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療
政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生
の向上及び増進に寄与することを目的として設立された法人である。
　当法人の理事長は、我が国の研究、医療水準の向上を目指して、研究所、臨床研究
センター、病院の各部門、１０００人を超える職員のほかフェローやレジデントなど
を統率して、成育疾患分野における臨床、研究や人材育成などの面で成果を継続して
生み出すための高いマネジメント能力やリーダーシップ、研究分野に関する高度な専
門性に加え、法人のトップとして職員や国民からも信頼を得られる人物が求められて
いる。
　また、理事長は日本小児総合医療施設協議会会長、公益社団法人日本小児科学会監
事、新型インフルエンザ等対策推進会議議長を務めており、高いマネジメント能力や
リーダーシップを有し、当該分野において顕著な実績を残している。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発と医療
提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ東京２３区内
にある国立国際医療研究センターの長は、年間２，０００万円を超えている。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当なもの
と認められる。
　　また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項目中
Ｓ評価２項目、Ａ評価２項目、Ｂ評価４項目）であり、この点を踏まえても報酬水準
は妥当と考えられる。



　理事（非常勤）

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春
期、成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る
医療に関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行う
ことにより、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の
向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立
された法人である。
　当法人の理事は、成育医療に関する高度かつ専門的な知識、マネジメント能
力やリーダーシップ、研究分野に関する高度な専門性に加え、組織運営に関す
る豊富な経験、さらに職員の意識改革とコンプライアンス遵守の推進という目
的意識を持ち、法人の長から信頼を得てサポートし、職員や国民からも信頼を
得られる人物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発
と医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ
東京２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの監事
（非常勤）は、日額６万円と同額である。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当
なものと認められる。
　また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価２項目、Ａ評価２項目、Ｂ評価４項目）であり、この点を踏まえて
も報酬水準は妥当と考えられる。

　国立成育医療研究センターは、胎児に始まり、新生児、乳児、学童、思春
期、成人へと成長・発達し、次の世代を育む過程を、総合的かつ継続的に診る
医療に関し、調査、研究及び技術の開発、医療の提供、技術者の研修等を行う
ことにより、国の医療政策として、成育医療に関する高度かつ専門的な医療の
向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として設立
された法人である。
　当法人の監事は、病院経営に関する知識に加え、豊富な監査経験を有し、監
事の立場から研究費の適正な執行、適正な契約方法の確保、経営改善の推進に
ついて監査するという明確な目的意識を持ち、法人の長から信頼を得てサポー
トし、職員や国民からも信頼を得られる人物が求められている。
　そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と同様に研究開発
と医療提供を行っている他ＮＣと同程度の待遇にする必要がある。なお、同じ
東京２３区内にある国立がん研究センター、国立国際医療研究センターの監事
（非常勤）は、日額６万円と同額である。
　こうした職務上の特性や他法人との比較を踏まえると、その報酬水準は妥当
なものと認められる。
　また、当法人の令和５年度業務実績評価については、総合評定Ａ評価（８項
目中Ｓ評価２項目、Ａ評価２項目、Ｂ評価４項目）であり、この点を踏まえて
も報酬水準は妥当と考えられる。

当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員の報酬額と比較して
も妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や令和５年度業務実績評
価結果を鑑みても妥当な報酬水準であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

千円 年 月

該当無し

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

理事A
（非常勤）

監事A

法人の長



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　当該役員の報酬は、研究開発を主要な業務とする他法人の役員の報酬額と比較して
も妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や令和５年度業務実績評
価結果を鑑みても妥当な報酬水準であると考える。

法人の長

理事A

理事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当者無し

該当者無し

該当者無し

該当者無し

理事A
（非常勤）

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者無し

該当者無し

該当者無し

該当者無し

該当者無し

理事B
（非常勤）

監事A

監事B



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　国立成育医療研究センター職員の給与水準は、人事院勧告を踏まえ、類似した事業
を実施している他ＮＣの職種別給与支給額を参考にした。
　○国立研究開発法人国立がん研究センター及び国立研究開発法人国立国際医
　　療研究センターは、当法人と同様に研究開発と医療提供を実施しており、
　　法人規模については当法人より大きいが、地域手当が同率のため参考にし
　　た。
　○令和６年国家公務員給与等実態調査では、全俸給表の平均給与月額は４
　　１４，８０１円となっており、全職員の平均給与月額は４５８，０００円
　　であり、全俸給表の平均給与月額より高い金額となっている。

　国立成育医療研究センターは、組織目標を効率的かつ効果的に達成するため、人事
評価制度を導入し、職員が業務で発揮した能力と実績を評価し、院長等基本年俸表適
用職員以外の年俸制職員については業績年俸と昇給に反映させている。なお、任期付
職員基本年俸表適用職員については、業績年俸にのみ反映させている。
　また、年俸制職員以外は業績手当と昇給に反映させている。

　国立成育医療研究センター職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、住居
手当、通勤手当、単身赴任手当、地域手当、役職手当、特殊勤務手当、附加職務手
当、超過勤務手当、宿日直手当、役職職員特別勤務手当、業績手当、医師手当、研究
員調整手当、専門看護手当）としている。

　業績手当の基礎的支給部分については、算定基礎額（基本給+扶養手当+地域手当+
研究員調整手当）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５（役職手当
の支給を受ける職員は１００分の１０２．５）、１２月に支給する場合においては１
００分の１２５（役職手当の支給を受ける職員は１００分の１０５）を乗じ、さらに
基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。

　業績反映部分については、算定基礎額（基本給+地域手当+研究員調整手当）に６月
に支給する場合においては１００分の１０２．５（役職手当の支給を受ける職員は１
００分の１２２．５）、１２月に支給する場合においては１００分の１０５（役職手
当の支給を受ける職員は１００分の１２５）を乗じて得た額としている。ただし、支
給割合のうち１００分の３は業績反映の原資としている。

　令和６年６月１日より、医師以外の医療従事者に対する処遇改善を目的とする、
「ベースアップ手当」を創設した。看護師の処遇改善を目的とした、「処遇改善特別
手当」１０，０００円の支給対象者である看護部所属の職員は７，０００円を支給
し、それ以外の医療従事者（医師を除く）に対しては１７，０００円を支給する。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

804 36.5 6,613 4,964 93 1,649
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 41.8 5,861 4,407 179 1,454
人 歳 千円 千円 千円 千円

76 45.3 12,907 9,831 57 3,076
人 歳 千円 千円 千円 千円

506 33.7 5,904 4,386 75 1,518
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 55.3 6,877 5,003 138 1,874
人 歳 千円 千円 千円 千円

95 40.8 6,447 4,742 178 1,705
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 40.9 6,375 4,764 174 1,611
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 33.3 5,399 3,946 56 1,453
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 33.6 5,393 4,602 30 791

注１：常勤職員については、在外職員、任期付等職員及び再任用職員を除く。

注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注３：上記の「技能職種（看護補助者等）」は、調理師として従事する職員である。

注４：上記の「医療職種（医療技術職）」は、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師等として従事する職員である。

注５：上記の「福祉職種（児童指導員等）」は、保育士、医療社会事業専門員として従事する職員である。

注６：上記の「療養介助職種」は、介護福祉士として従事する職員である。

注８：上記の「専門技術職種（診療情報管理士等）」は、診療情報管理士として従事する職員である。

注９：上記の「医療職種（専門修練医等）」は、専門修練医として従事する職員である。

技能職種
（看護補助者等）

平均年齢

医療職種
（病院看護師）

令和６年度の年間給与額（平均）

福祉職種
（児童指導員職）

療養介助職種

医療職種
（医療技術職）

区分

専門技術職種
（診療情報管理士等）

 医療職種（専門修練医等）

医療職種
（病院医師）

注７：上記の「療養介助職種」ついては、当該者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるお
それのあることから、平均給与額については表示していない。

事務・技術

常勤職員

うち賞与うち所定内総額
人員



うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

67 54.7 15,368 11,672 81 3,696
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

62 54.8 15,685 11,947 80 3,738
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 53.7 11,446 8,264 99 3,182
注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

54 50.3 9,505 6,941 111 2,564
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 50.3 9,505 6,941 111 2,564
注１：常勤職員については、在外職員、任期付等職員及び再任用職員を除く。

注２：上記の「任期付職員職種」は、研究職として従事する職員である。

注３：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

平均年齢
総額

・「在外職員」、「再任用職員」、「非常勤職員」については該当する職員がいないため、表
を記載していない。
・令和６年度を通じて在職し、かつ、令和７年４月１日に在職する職員（休職等により給与が
減額された者を除く）の状況である。

常勤職員（年俸制）

院長等
（院長）

副院長等
（副院長・部長・医

長）

副所長等
（副所長・部長・室

長）

任期付職員職種

令和６年度の年間給与額（平均）

任期付職員（年俸制）

区分 人員

注３：上記の「院長等」ついては、当該者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、平均給与額については表示していない。

うち賞与うち所定内



②

注１：　①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：　「40-43歳」については、該当者が2人以下のため、平均額を示す点の表示を省略した。
注3：

注1：
注2：
注3：

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師））〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

「28-31歳」「32-35歳」「36-39歳」「40-43歳」「56-59歳」については、該当者が４人以下のため、
「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

｢40-43歳」｢56-59歳」については、該当者が2人以下のため、平均額を示す点の表示を省略した。
｢40-43歳」「52-55歳」｢56-59歳」については、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

「20-23歳」「24-27歳」「28-31歳」「32-35歳」「36-39歳」「44-47歳」「48-51歳」については該当なし
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注１：　｢32-35歳」については、該当者が４人以下のため、「第1四分位」及び「第3四分位」の表示は省略した。

注１：　｢20-23歳」については、該当者が2人以下のため、平均額を示す点の表示を省略した。
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③

（事務・技術職員）

平均

人 歳 千円

2
4 51.5 9,717
7 50.1 8,849
6 39.2 6,208

41 39.0 4,385

（研究職員）

平均

人 歳 千円

　・本部研究部長 1
　・本部研究課長 3 57.2 10,194
　・本部主任研究員 1

（病院職員（病院医師））

平均
人 歳 千円

　・副院長 2

　・診療部長 29 55.6 15,211

　・診療科長 41 53.5 15,334

　・医師 66 44.4 12,770

（病院職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　・総看護師長 1
　・副総看護師長 2
　・看護師長 15 50.2 8,358
　・副看護師長 39 45.6 7,075
　・看護師 449 32.0 5,607

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額

注1： 「本部研究課長」については、該当者が４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、最高年間給与額及び最低年間給与額については表示していない。

注2：
「本部部長」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
ことから、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額につい
ては記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低

平均年齢

千円

10,011～7,938

・本部部長
・本部課長
・本部課長補佐
・本部係長
・本部係員

最高～最低
人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病
院看護師））

6,488～3,206
7,165～5,153

注1： 「本部研究課長」については、該当者が４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、最高年間給与額及び最低年間給与額については表示していない。

注2：
「本部研究部長」「本部主任研究員」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が
特定されるおそれのあることから、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢
及び年間給与額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

19,877～13,408

18,878～12,897

14,077～10,922

注1：
「副院長」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあるこ
とから、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与額について
は記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

9,011～7,813
8,189～5,777
8,726～4,712

注1：
「総看護師長」「副総看護師長」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定
されるおそれのあることから、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び
年間給与額については記載していない。



④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

46 46 46
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 54 54 54

％ ％ ％

         最高～最低 57.2～51.0 57.4～51.2 57.3～51.1
％ ％ ％

52.4 53.4 52.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 55.2 57.1 56.2

％ ％ ％

         最高～最低 61.9 53.3 58

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100～100　　 100～100　　 100～100　　

（病院職員（病院医師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

0 0 0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100～100　　 100～100　　 100～100　　
％ ％ ％

50.6 52.4 51.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.4 47.6 48.5

％ ％ ％

         最高～最低 100～44.7 100～25.2 100～39.1

（病院職員（病院看護師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

45.5 45.6 45.5
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 54.5 54.4 54.5

％ ％ ％

         最高～最低 57.2～52.2 57.4～37．1 57.3～46.7

％ ％ ％

52.3 53.8 53.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 47.7 46.2 46.9

％ ％ ％

         最高～最低 54.9～31.3 53.3～２９.7 54.1～39.5

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員／医療職員（病院医師）
／医療職員（病院看護師））

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.78%】

【国からの財政支出額3,646,793,000円、支出予算の総額　　　　

　30,950,000,000円（令和6年度予算）】

【利益剰余金964,284,371円　（令和5年度決算）】

【管理職の割合21.6%　常勤職員数60名中13名】

【大卒以上の高学歴者の割合68.3％（常勤職員数60名中41名）】

　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　36.8％】　

　（支出総額　30,949,770,766円、給与・報酬等支給総額　

　　11,412,880千円（令和5年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　８３．３

　給与水準の妥当性の
　検証

国家公務員より低い水準であり、昨年度より低下していることから適切な取り
組みが行われているものと考えられる。

・年齢・地域勘案　　　　　　　　７３．９

項目

国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

講ずる措置

・年齢・地域・学歴勘案　　　　７４．８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　８３．４

対国家公務員
指数の状況

全ての指数において対国家公務員を下回っており、適正な給与水準となっ
ている。

　令和７年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和６
年度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の研究職員の給与、民
間機関の研究職員の給与、当法人の研究職員確保の状況や確保できない
場合に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化
できる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水準の確
保について検討する。



研究職

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.78%】

【国からの財政支出額3,646,793,000円、支出予算の総額　　　　

　30,950,000,000円（令和6年度予算）】

【利益剰余金964,284,371円　（令和5年度決算）】

【管理職の割合21.6%　常勤職員数60名中13名】

【大卒以上の高学歴者の割合100％（常勤職員数4名中4名）】

　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　36.8％】　

　（支出総額　30,949,770,766円、給与・報酬等支給総額　

　　11,412,880千円（令和5年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）
地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であることから国民
の皆様に納得していただけるよう、一層の給与水準の見直しについて十分
検討していただきたい。

　給与水準の妥当性の
　検証

令和６年度における数値は国家公務員の水準を上回っている。これは法人
の事業所が東京都（世田谷区）であり、地域手当の１級地の人員構成が国
家公務員と比較し高いことが原因と考えられる。

講ずる措置

　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の研究職員の給与、民間
機関の研究職員の給与、当法人の研究職員確保の状況や確保できない場
合に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化で
きる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保
について検討する。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０９．２

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の研
究職員の平均給与は全国平均であるため１１２．０となっているが、地域勘案
をした場合には１０９．４と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（研究職）３０．１％（令和６年国家公務員
給与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②研究職に対する初任給調整手当は、当法人では医師手当として支給し
ている。その対象者は５０％と国家公務員の約１３倍となっている。
（初任給調整手当の人員構成　国（研究職）3．８％（令和6年国家公務員給
与等実態調査第9表から算出）、当法人５０％）
③研究職に対する俸給の特別調整額は、当法人では管理職手当として支
給している。その対象者は100％と国家公務員の71.5％より高くなっている。
（俸給の特別調整額の人員構成　国（研究職）７１．５％（令和6年国家公務
員給与等実態調査第9表から算出）、当法人１００％）

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１１２．０

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０９．４

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１１１．７

内容



医療職種（病院医師）

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.78%】

【国からの財政支出額3,646,793,000円、支出予算の総額　　　　

　30,950,000,000円（令和6年度予算）】

【利益剰余金964,284,371円　（令和5年度決算）】

【管理職の場合44.9%　常勤職員数138名中62名】

【大卒以上の高学歴者の割合100％（常勤職員数119名中119名）】

　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　36.8％】　

　（支出総額　30,949,770,766円、給与・報酬等支給総額　

　　11,412,880千円（令和5年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　９９．９

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１１８．７

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

　令和6年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これは、
法人の事業所が東京であることが原因と考えられる。
国の財政支出は、年額3,646,793,000円であるが、管理職の割合といった理
由から、給与水準が国に比べて高いことが直ちに国の財政支出を増加させ
ることにつながるものではないと考えられる。
病院医師における管理職の割合は44.9％と、国の俸給の特別調整額対象
者割合41.0％（令和6年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上
回っているが、これは病院医師については診療体制に応じた適切な配置を
しているといった理由からである。
　また、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は36.8％となっている。令
和6年度における数値は、国家公務員の水準を下回っており、民間医療法
人の医師の年間平均給与額は、14,984千円（令和5年度実施第24回医療
経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確保するた
めには、競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水準と比較
し、この程度の給与水準とする必要がある。

国家公務員と同水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

講ずる措置

　令和6年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和5年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の研究職員の給与、民間
機関の研究職員の給与、当法人の研究職員確保の状況や確保できない場
合に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化で
きる部分については引き続き削減を進めるとともに、適切な給与水準の確保
について検討する。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９９．９

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１１８．７

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の病
院医師の平均給与は全国平均であるため９９．９となっているが、地域勘案
をした場合においても１１８．７と指数が高くなっている。国の初任給調整手
当に準じた医師手当について支給対象としていることが、対国家公務員指
数を上回っている理由と考えられる。
（地域手当１級地の人員構成　国（医療職（一））１０．８％（令和6年国家公務
員給与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②医長以上の医師については、病院における管理職として国の俸給の特
別調整額に準じた役職手当の支給対象としたこと、及び国の医師より給与
水準が高い年俸制を導入した。
（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（一）４１．０％（令和6年国
家公務員給与等実態調査第9表から算出）、当法人の役職手当対象人員
割合：44.9％）

項目



医療職種（病院看護師）

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　11.78%】

【国からの財政支出額3,646,793,000円、支出予算の総額　　　　

　30,950,000,000円（令和6年度予算）】

【利益剰余金964,284,371円　（令和5年度決算）】

【管理職の場合4.5%　常勤職員数506名中23名】

【大卒以上の高学歴者の割合67.1％（常勤職員数506名中340名）】

　【支出総額に占める給与・報酬等支給の割合　36.8％】　

　（支出総額　30,949,770,766円、給与・報酬等支給総額　

　　11,412,880千円（令和5年度決算）】

（法人の検証結果）

（主務大臣の検証結果）

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０２．８

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①当法人は世田谷区にあり地域手当において１級地となっている。国の病
院看護師の平均給与は全国平均であるため１０６．０となっているが、地域勘
案をした場合には１０３．４と指数が低くなる。
（地域手当１級地の人員構成　　国（医療職（三））６．０％（令和6年国家公
務員給与等実態調査第10表から算出）、当法人１００％）
②師長以上の看護師については、病院における管理職として、国の俸給の
特別調整額に準じた役職手当の支給対象としている。
（国の俸給の特別調整額対象人員割合：医療職（三）１．4％（令和6年国家
公務員給与等実態調査第9表から算出）、当法人の役職手当対象人員割
合：４．５％）
③処遇改善手当として10,000円、ベースアップ手当として7,000円を支給し
ている。

　給与水準の妥当性の
　検証

　令和6年度における数値は、国家公務員の水準を上回っている。これは、
法人の事業所が東京にあり地域手当1級地となることや国と比較し役職手当
支給対象割合が高いことが原因と考えられる。
　国の財政支出は、年額3,646,793,000円であるが、管理職の割合といった
理由から、給与水準が国に比べて高いことが直ちに国の財政支出を増加さ
せることにつながるものではないと考えられる。
　病院看護師における管理職の割合は4.5％と、国の俸給の特別調整額対
象者割合1.4％（令和6年国家公務員給与等実態調査第9表から算出）を上
回っている。また、支出総額に占める給与、報酬支給額割合は36.8％となっ
ている。
　令和6年度における数値は、国家公務員の水準を上回っているが、民間
医療法人の看護師の年間平均給与額は、4,633,380円（令和5年度実施第
24回医療経済実態調査（2年に1回調査））であり、当法人が必要な人材を確
保するためには、競合する業種に属する民間事業者、他法人等の給与水
準と比較し、この程度の給与水準とする必要がある。

看護師の処遇改善は、医療提供体制を安定的に確保していくために重要
であるため、看護師の給与水準については配慮すべきと考えられる。
今後とも、看護師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り
方について、必要な検討を進めていただきたい。

講ずる措置

　令和7年度における対国家公務員指数は、現状で推移した場合、令和6年
度と同等になることが見込まれるが、国家公務員の看護師の給与、民間医
療機関の看護師の給与、当法人の看護師確保の状況や確保できない場合
に法人の事業運営に与える影響等を総合的に考慮したうえで、効率化でき
る部分については引き続き削減を進めていくとともに、適切な給与水準の確
保について検討を行っていく。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０６．０

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０３．４

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０８．１



４　モデル給与
22歳（大卒初任級） 月額　241,080円 年間給与　　3,555,898円

35歳（本部課長補佐）月額　430,440円 年間給与　　6,827,742円

50歳（本部課長） 月額　527,160円 年間給与　　8,692,306円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D) 1,708,957 1,795,356 1,799,147 1,808,094 1,854,281
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

①人件費の主な増減要因等

○給与、報酬等支給総額の主な増減要因

・良質な医療を効率的に提供していくため、医師､看護師等の医療従事者を増員

・人事院勧告の俸給への反映に伴う増額

・医療従事者の待遇改善のため新規の手当を増設したことに伴う増額

○非常勤役職員等給与の主な増減要因

・非常勤職員数が472人から457人に減少したのに伴う減額

○福利厚生費の主な増減要因

・職員数増加及び雇用保険率の増加に伴う法定福利費の増加

給与、報酬等支給総額
10,863,289

　国立成育医療研究センターは、組織目標を効率的かつ効果的に達成するため、
人事評価制度を導入し、職員が業務で発揮した能力と実績を評価し、院長等基本
年俸表適用職員以外の年俸制職員については業績年俸と昇給に反映させている。
なお、任期付職員基本年俸表適用職員については、業績年俸にのみ反映させてい
る。また、年俸制職員以外は業績手当と昇給に反映させている。年俸制職員につい
ては、業績年俸は１００分の８０から１００分の１２０の範囲内で反映しており、昇給に
ついては６号俸昇給から昇給しない範囲内で反映している。年俸制職員以外につ
いては、業績手当は１００分の８０．０から１００分の１４４．０の範囲内で反映しており、
昇給については６号俸昇給から昇給しない範囲内で反映している。

15,146,413

11,714,933

区　　分

295,334 303,100 259,789 469,036

11,308,649 11,410,84910,265,825

1,257,211 1,253,047 1,257,086 1,148,213

14,624,671 14,836,19214,214,79213,527,327

退職手当支給額

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

458,261

最広義人件費

1,118,938
非常勤役職員等給与



Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

医療職種（病院医師）の定年年齢は65歳でそれ以外の職員は60歳である。

役職の定年制は設定していない。

Ⅴ　その他

特になし


